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２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 平成28・29・30年度法務省競争参加資格
（全省庁統一資格）「役務の提供等」において、
Ａ又はＢの等級に格付けされ、関東・甲信越
地域の競争参加資格を有する者であること。
 予算決算及び会計令第73条の規定に基づく
支出負担行為担当官が定める資格として、次
の資格を有すること。
ア 公安委員会から、警備業法（昭和47年法
律第117号）第４条の規定による認定を受
けた者で、同法第２条第１項の業務（警備
業務）を営んでいる者であること。
イ 警察当局から、暴力団（暴力団員による
不当な行為の防止等に関する法律（平成３
年法律第77号）第２条第２項に規定する暴
力団をいう。）が実質的に経営を支配する業
者又はこれに準ずるものとして、国の発注
業務等からの排除要請があり、その状態が
継続している者でないこと。
ウ 各省各庁から指名停止を受けていない者
（支出負担行為担当官が特に認める者を含
む。）であること。
エ 本業務を適正かつ円滑に遂行できると認
められる体制を有していること。
オ 経営の状態が極度に悪化しておらず、労
働保険、厚生年金保険、全国健康保険協会
管掌健康保険（協会けんぽ）又は船員保険
の適用を受け、かつ、各保険料の滞納がな
いこと（各保険料の未納がないこと。）。

in tenders laid down by the Ministry of Jus‑

tice (Single qualification for every ministry

and agency) in the Kyusyu・Okinawa area
for the purpose of procurement in the fiscal

years 2016, 2017 and 2018.Meet the quali‑
fication requirements which the Obligating

Officer may specify in accordance with Ar‑

ticle 73 of the Cabinet Order.

 Time‑limit for tender : 17 : 00, 28 Febru‑

ary 2019

 Contact point for the notice : Takao Ue‑

hara, Government Assets Section, Finance

Division of Fukuoka High Public Prosecu‑

tors Office, 2530 Maizuru, Chuuou‑ku,
Fukuoka‑shi, Fukuoka 8100073 Japan.
TEL 0927349227

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 31 年１月９日

支出負担行為担当官
東京法務局長 岩山 伸二

◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13
〇第２号
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量 東京法務局が管理す
る庁舎における施設管理・運営業務一式
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期限 平成31年４月１日から平成34年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の８パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の108分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

 本入札は、一の事業者で参加することも複
数の企業で構成されるグループ（以下「入札
参加グループ」という。）で参加することも可
とする。
なお、入札参加グループで参加する場合は、
次の要件を全て満たす者であること。
ア 入札参加グループの代表となる企業（以
下「代表企業」という。）を定め、入札書類
の提出期限までに入札参加グループ結成に
関する協定書（又はこれに類する書類）を
提出した者であること。

イ 代表企業は、上記からまでの要件を
全て満たす者であること。ただし、上記
アの要件は、入札参加グループを構成する
代表企業以外の企業（以下「グループ企業」
という。）に満たす者があるときは不要とす
る。
ウ グループ企業は、上記、及びの要
件を全て満たす者であることとし、平成
28・29・30年度法務省競争参加資格（全省
庁統一資格）において、「役務の提供等」の
Ａ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格付けされ、関
東・甲信越地域の競争参加資格を有する者
であること。ただし、上記アの要件は、
代表企業が満たすときは不要とする。

 事業協同組合で入札参加予定の場合におい
て、当該組合構成員は、他の入札参加グルー
プに参加又は単独での入札に参加できないも
のとする。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒1028225 東京都千代田区九段南１

１15九段第２合同庁舎 東京法務局総務部
会計課施設係 吉井 裕紀 電話035213
1258
 入札説明書の交付 上記の場所及び電子
調達システムにおいて、平成31年２月８日ま
で入札説明書を交付する。
なお、返送用の封筒（Ａ４判に送付先の住
所・氏名を記載したもの）及び送付費用（郵
便切手1020円）を入札参加者が準備・負担
し、郵送により入札説明書を請求することも
できる。
 入札書の受領期限 平成31年３月１日17時
00分まで
 開札の日時及び場所 平成31年３月４日10
時00分 九段第２合同庁舎12階法務局専用会
議室及び電子調達システム

４ 電子調達システムの利用
本件は、電子調達システムを利用することが
できる案件である。

５ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書で示した必
要書類を平成31年２月８日17時00分までに上
記３の場所に提出しなければならない。ま
た、開札日の前日までの間において、支出負
担行為担当官から当該書類について説明を求
められた場合は、それに応じなければならな
い。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者がした入札及び入札に関する条件に
違反した入札は、無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った入札者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がされないおそれがあると認めら
れるとき、又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内の価格でもっ
て入札をした他の者のうち最低の価格をもっ
て入札をした者を落札者とすることがある。
 手続における交渉の有無 無
 その他 詳細は、入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Shinji Iwayama, Obligat‑

ing Officer, Director General of Tokyo Le‑

gal Affairs Bureau

 Classification of the services to be re‑

quired : 75

 Nature and quantity of the services to be

required : Institution Management／admin‑
istration duties complete set in the Govern‑

ment building that Tokyo Legal Affairs Bu‑

reau manages

 Fulfillment period : From 1 April, 2019

through 31 March, 2022

 Fulfillment place : As in the tender do‑

cumentation.
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